
 

「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての

総合的かつ基本的な施策－」について 

 

 「地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ

基本的な施策－」（以下「総合基本施策」という。）は、地震防災対策特別措置法第７条第２項第１号に

基づき、地震調査研究推進本部がとりまとめた「地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進について

総合的かつ基本的な施策」である。 

 総合基本施策は、中央防災会議の意見を踏まえた上で、平成１１年４月２３日にとりまとめられた。 

 総合基本施策においては、地震調査研究の基本的な目標を「地震防災対策の強化、とくに地震による被

害の軽減に資すること」とし、今後、１０年程度にわたる地震調査研究の基本となるものとしている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考資料１） 

【総合基本施策に記載された項目】 

 

第１章 総合的かつ基本的な施策の策定にあたって 

１．基本的目標及び性格 

２．策定にあたっての基本的認識 

第２章 地震調査研究の推進方策 

１．地震調査研究の推進とその基盤整備 

 （１）地震に関する基盤的調査観測の推進 

 （２）地震に関する調査観測研究データの蓄積・流通の推進 

 （３）基礎的、基盤的研究の振興 

 （４）地震調査研究推進における国の関係行政機関、調査観測研究機関、大学等の役割分担及び連携

 （５）地震防災対策側からの要請の地震調査研究推進への反映 

２．広範なレベルにおける連携・協力の推進 

 （１）地震防災工学研究の推進と地震調査研究との連携促進等 

 （２）地震調査研究の成果の活用にあたって必要とされる国民の理解のための広報の実施 

 （３）地震調査研究の成果の活用にあたっての国の役割と地方公共団体の役割への期待 

 （４）推進本部と地震調査研究に関連する審議会等との連携 

 （５）国際協力 

３．予算の確保、人材の育成等 

 （１）予算の確保及び効率的使用等 

 （２）人材の育成及び確保 

４．地震調査研究の評価のあり方 

第３章 当面推進すべき地震調査研究 

１．活断層調査、地震の発生可能性の長期評価、強震動予測等を統合した地震動予測地図の作成 

 （１）陸域及び沿岸域の地震の特性の解明と情報の体系化 

 （２）海溝型地震の特性の解明と情報の体系化 

 （３）地震発生可能性の長期確率評価 

 （４）強震動予測手法の高度化 

 （５）地下構造調査の推進 

２．リアルタイムによる地震情報の伝達の推進 

３．大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域及びその周辺における観測等の充実 

４．地震予知のための観測研究の推進 


